
市職員給与、勤務条件などを公表

区　分 月　額 期末手当支給割合

給
料

市　長 91 万円

3.35 月分

副市長 73 万 8000 円

教育長 65 万 7000 円

報
酬

議　長 45 万 5900 円
副議長 40 万 7400 円
議　員 38 万 8000 円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

柳川市 43.6 歳 33 万 4218 円 36 万 5114 円

国 43.0 歳 32 万 5827 円 40 万 7153 円

区分 初任給 経験年数10年 経験年数20年 経験年数30年

大学卒 18 万 2200 円 27 万 7033 円 35 万 6225 円 39 万 1733 円

高校卒 15 万 4900 円 23 万 6550 円 30 万 7200 円 37 万 7757 円

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級
標準的な職務
内容

技師
主事

技師
主事

主任技師
主任主事

係長
主査 課長補佐 課長 部長

職員数（人） 38 18 39 153 29 33 7

構成比（％） 12.0 5.7 12.3 48.3 9.1 10.4 2.2

　市は、「柳川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」を制定し
て、市職員の給与や勤務条件などを毎年お知らせします。今回は令和 3
年度の状況をまとめました。詳しくは市公式サイトで確認してください。

【問】市人事秘書課人事係（☎77・8403）

　令和 3年度の新規採用職員は 15人（令和 3年 4月 1日時点）、退職者は 14人（令和 4年 3月 31 日時点）でした。

●特別職などの給料や報酬●職員の平均年齢、平均給料、平均給与月額

●一般行政職員の経験年数別・学歴別平均給料月額一般行政職員の経験年数別・学歴別平均給料月額

●職員の主な手当てとその内容

広報やながわ 2022/11/1 6広報やながわ 2022/11/17

人事秘書課

主な手当て 内容 国との比較

扶養手当 子 1 万円、それ以外の被扶養者 6500 円、16 ～ 22 歳の子はさらに 5000 円加算 国と同じ
住居手当 家賃額が月額 1 万 6000 円を超える場合、家賃額に応じて最高 2 万 8000 円 国と同じ

通勤手当 ・交通機関利用者 ( 電車やバスなど ) ＝ 5 万 5000 円まで全額支給
・交通用具利用者 ( 自動車や自転車など )= 通勤キロ数に応じて支給 ( 2000 円～ 3 万 1600 円 ) 国と同じ

期末・勤勉手当 ・期末手当＝ 2.55 月分
・勤勉手当＝ 1.9 月分 国と同じ

始業時刻 終業時刻 休憩時間 １日の勤務時間 週休日

午前８時 30 分 午後５時 午後０時 15 分～午後１時 ７時間 45 分 土日祝日（一部施設を除く）

区分 研修名など 派遣職員数（人）

職場外研修
研修所研修（市町村職員研修所） 75

派遣研修（県建設技術情報センターなど） 32

職場研修

新規採用職員研修 15

人事評価者研修 32

スキルアップ研修 152

メンタルヘルス研修 54

交通安全研修 約 400

まちづくり出前講座（講師派遣、全 57 講座実施） 延べ 2261 人

1　職員の任免と職員数

●一般行政職の級別職員数（令和３年４月１日時点）

●職員数（各年４月１日時点）

２　職員の給与の状況（普通会計）

職員数 (A)
給与費 1人当たり給

与費（B/A）給料 職員手当 期末勤勉手当 計 (B)
453 人 18 億 570 万 1000 円 6 億 5194 万 4000 円 7 億 2677 万 8000 円 31 億 8442 万 3000 円 703 万円

●職員給与費

※給与とは、給料と扶養手当などの諸手当の額を合※給与とは、給料と扶養手当などの諸手当の額を合
計したものです。計したものです。

３　職員の勤務時間とその他の勤務条件の状況

●勤務時間

５　職員の研修と勤務成績の評定の状況

●職員の研修の状況 ●勤務成績の評定の状況勤務成績の評定の状況
　平成 24 年 10 月から部長級や課長級の平成 24 年 10 月から部長級や課長級の
職員は、目標管理制度や業績評価制度、職員は、目標管理制度や業績評価制度、
能力評価制度を、それ以外の一般職員は能力評価制度を、それ以外の一般職員は
能力評価制度を本格実施しています。能力評価制度を本格実施しています。

６　公平委員会の状況

　令和 3年度に勤務条件に関する措置要求や不利益処分に関する不服申し立てはありませんでした。　令和 3年度に勤務条件に関する措置要求や不利益処分に関する不服申し立てはありませんでした。

４　職員の分限および懲戒処分の状況

●分限処分（特定の理由で職務を十分に果たせない職員への処分）

●懲戒処分（法令や義務に違反した職員に制裁として与える処分）
　なし

　休職 8人（心身の故障のため）

●休暇
　休暇は、給与が支給される有給休暇と支給されない無給休暇に分けられます。有給休暇には、毎年与えられる年
次有給休暇と特定の理由があるときに認められる特別休暇などがあります。

●育児休業
　育児休業は、職員が子育てをしながら勤務を続けやすくすることで、職員の福祉を増進したり、行政の運営をよ
りスムーズにすることを目的とした制度です。３歳未満の子どもを持つ職員が期間を決めて利用できます。期間中、
給与は支給されませんが、子が 1歳になる日までは市町村職員共済組合から手当金が支給されます。

退職手当

区分 自己都合 勧奨・定年

国と同じ
勤続 20 年
勤続 25 年
勤続 35 年
最高限度額

19.6695 月分
28.0395 月分
39.7575 月分
47.709 月分

24.586875 月分
33.27075 月分
47.709 月分
47.709 月分

区分 職員数 対前年度比較

令和３年度 473 人 0 人

令和2年度 473 人

※一般行政職員とは、行政職の職員のうち、税務職、看護保健職などの職員を除いたものです。
※標準的な職務内容とは、それぞれの級に当たる代表的な職名です。


